
 

１ 調査の経緯と目的 

平成９年、東京都は、中央防災会議の南関東地域における直下地震の切迫

性の指摘及び阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、全国で初の直下地震による

被害想定「東京における直下地震の被害想定に関する調査報告書」を公表し

た。 

それから約 10 年が経過した。この間、道路や通信などインフラの整備、中

高層建物の増加、人口の都心回帰など、東京の都市状況は大きく変化してい

る。また、平成 17 年２月には、中央防災会議首都直下地震対策専門調査会が、

これまでのデータの蓄積や新たな知見をもとに、首都中枢機能の継続性確保

の視点から、国として初めて首都直下地震の被害想定を公表した。調査にあ

たっては、想定した 18 地震のうちで、特に地震発生の蓋然性が高く被害規模

も大きい東京湾北部地震を重視している。 

一方、平成 17 年７月に発生した千葉県北西部地震では、都市の脆弱性が浮

き彫りになり、エレベーターへの閉じ込めや長時間にわたる鉄道の運行停止

とそれに伴うターミナルにおける混乱など、都市型災害への対応という新た

な課題が明らかになった。 

以上から、本被害想定は、東京都及び区市町村における震災対策の一層の

推進を図るとともに、都民の防災意識の向上に寄与するための基礎資料とし

て作成した。調査検討は、平成 17 年５月 25 日の東京都防災会議後、設置し

た地震部会（部会長：溝上恵東京大学名誉教授）で行った。 

今後、この被害想定をもとに平成18年度中に東京都地域防災計画を見直し、

都民の生命と財産を守るため、首都直下地震への備えをより確かなものとし

ていくことが必要である。 

 

２ 被害想定の特徴 

（１） 発生頻度の高い地震を想定 

・  首都直下地震対策専門調査会が想定した地震のうち、東京に大きな被

害を及ぼす東京湾北部地震及び多摩直下地震（プレート境界多摩地震）

の２地震を想定地震とする。 

・  首都直下地震対策専門調査会が想定したマグニチュード（以下「M」と

表記する。）7.3 に加え、より発生する頻度が高い M６クラスの地震も想

定し、地震の規模は M6.9 とする。 
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（２） 現実的な気象条件で想定 

・ 火災に影響する風速については、首都直下地震対策専門調査会の想定

した３ｍ/s、15ｍ/sに加え、冬の平均風速の約２倍の６ｍ/sも想定する。 

 

※ 首都直下地震対策専門調査会の想定した 15ｍ/s は、関東大震災時

の風速で特殊な条件の下での風速である。 

 

（３） 実態に即したデータを活用 

・ 都及び区市町村が震災対策に活用できるよう、地盤、急傾斜地、建物

道路等について詳細なデータを活用し、区市町村別に被害を想定する。 

・ 消防の二次運用を見込むなど、各局・防災機関の活動実態を踏まえて

想定する。 

 

（４） 都市型災害を想定 

・ 都市型災害を踏まえ、エレベーター閉じ込め台数、主要なターミナル

駅別帰宅困難者数などを想定する。 

 

（５） 首都圏初の新たな被害想定 

・ 中央防災会議首都直下地震対策専門調査会の被害想定に基づき、首都

圏で初の被害想定の見直しである。 

 

※ 今後、この被害想定をもとに首都圏の各県市に首都圏被害想定の作

成を働きかける。 

 

３ 被害想定の前提条件 

（１） 想定地震  

 想 定 地 震 

種 類 
東京湾北部地震 

多摩直下地震 

（プレート境界多摩地震） 

震 源 東京湾北部 東京都多摩地域 

規 模 M6.9 及び M7.3 

震源の深さ 約 30～50Km 
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